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	Ⅰ. 営業秘密の保護に関する法改正と管理指針の全面改訂
	1．はじめに
	近時、営業秘密の漏洩を巡る大規模な紛争事例が発生し、営業秘密の保護と漏洩リスク対応の重要性が高まっています。これを受けて、経済産業省の産業構造審議会知的財産分科会の「営業秘密の保護・活用に関する小委員会」において、営業秘密の漏洩を制度面で抑止するため、不正競争防止法の改正に向けた議論が行われてきました。その結果、平成27年3月13日に同法の改正法案が閣議決定され、第189回通常国会に提出されています。また、経済産業省の「営業秘密管理指針」の見直しも行われ、1月28日に同指針の全部改訂版が公表されています。改正法案と営業秘密管理指針は、いずれも経済産業省のウェブサイトから入手することができます。
	改正法案の概要と営業秘密管理指針の改訂のねらいを説明します。
	2．不正競争防止法の改正法案
	（1） 営業秘密侵害行為に対する民事請求の実効性の向上
	改正法案では、営業秘密侵害行為に対する民事上の差止請求、損害賠償請求の実効性を高めるため、次のような措置がなされています。
	①　民事訴訟における現行の立証負担を軽減するため、被告による営業秘密の使用を推定する規定が新設されています。被告が悪意又は重過失により生産方法等にかかる営業秘密を取得し、当該営業秘密を使用する行為により生ずる物を生産等した場合に、被告が当該営業秘密を使用してその物を生産等したものと推定するものです。
	②　営業秘密を侵害していることを知って譲り受けた営業秘密侵害品の譲渡・輸入等が新たに営業秘密を侵害する行為として追加され、これに対する差止請求、損害賠償が認められるようになります。
	③　営業秘密を侵害する行為に対する民事請求の除斥期間が20年に延長されています。
	（2） 刑事規定の抑止力の向上
	改正法案では、刑事罰による抑止力の向上をはかるため、次のような措置がなされています。
	① 罰金額の引き上げがなされ、犯罪収益の没収の措置が導入されています。ま
	た、日本企業の営業秘密を海外で使用し、又はそれを目的として営業秘密を取
	得・漏洩する行為について、雇用や下請け企業への悪影響に着目して、罰金が
	加重されています（海外重課）。
	②　営業秘密侵害罪が、非親告罪とされ、処罰を行うために被害者による告訴の必要がなくなります。
	③　営業秘密を侵害していることを知って譲り受けた営業秘密侵害品の譲渡・輸
	入等の行為について、刑事罰も科されることになりました。
	（3） 刑事規定の処罰範囲の整備
	改正法案では、情報通信技術の進歩等の環境の変化に対応すべく、次のとおり、営業秘密侵害罪の処罰範囲の整備が図られています。
	①　現行法では、処罰範囲は、営業秘密を不正に取得した行為者から直接に開示を受けた者までに限定されていましたが、不正開示が介在したことを知って営業秘密を取得し、転売等を行う者が処罰範囲に追加されています。
	②　日本国内において事業を行う事業者が保有する営業秘密について、これを海外において取得する行為が処罰対象に追加されています。
	③　営業秘密侵害の未遂行為が処罰対象に追加されています。
	3．営業秘密管理指針の全面改訂
	営業秘密管理指針は、企業が営業秘密に関する管理強化のための戦略的なプログラムを策定できるよう、参考となるべき指針として、経済産業省が平成15年に初版を策定し、その後4回改訂されていました。従前の指針は、法的保護を受け得る管理指針と、より効果的に秘密漏洩を防ぐための管理水準が混在し、また、裁判例において主として、秘密管理性の判断に際して肯定的に評価されたと考えられる措置を列挙して紹介していたため、実際の事業において参考にする際にはわかりにくいとの指摘がありました。そこで、今般、指針については、秘密管理要件の明確化等のための法解釈に特化したものとして全面改訂されました。営業秘密管理手法等の一層の高度化のためのベストプラクティスについては、「営業秘密保護マニュアル（仮称）」として別途まとめる予定とされています。
	（弁護士 齋藤 浩貴）
	Ⅱ. 個人情報保護法の改正法案・閣議決定
	1. はじめに
	　情報通信技術の発展により、パーソナルデータを含む大量の情報を活用した新たなビジネスが生まれる一方で、プライバシー侵害への懸念も生じています。また、グローバルな情報流通も加速しています。このような状況において、パーソナルデータの適正な取得と利活用のルールを明確にするため、平成25年以降、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部において検討が行われて来ました。その結果、平成26年6月24日の「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱」（「大綱」）及び同年12月19日の「パーソナルデータの利活用に関する制度改正に係る法律案の骨子案」（「骨子案」）を経て、平成27年3月10日に、個人情報保護法とマイナンバー法を改正するための法案が閣議決定され、第189回通常国会に提出されています。改正法案は、内閣官房のウェブサイトから入手することができます。
	以下、個人情報保護法の改正法案の概要を説明します。（条文は改正法案のもの）
	2. 個人情報保護法の改正法案
	（1） 個人識別情報の拡充
	現行法上、「個人情報」は、「生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別できるものを含む。）」と定義されています（下線追加）。改正法案では、下線部分の個人識別情報に、電磁的記録が含まれることが明確化されるとともに、「個人識別符号が含まれるもの」が追加されました（2条1項2号）。
	「個人識別符号」とは、①身体の一部の特徴を電子計算機用に変換した符号、②対象者ごとに異なるものとなるように、役務の利用若しくは商品の購入に関し割り当てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に付される符号等で、個人を識別できるもののうち、政令で定めるものをいいます（2条2項）。骨子案では、①の例として、指紋データ、顔認識データが、②の例として、旅券番号、免許証番号、携帯電話番号が挙げられていました。
	（2） 個人情報の有用性を確保するための規定の整備
	現行法上、個人情報取扱事業者は、個人データの利用について、利用目的による制限や第三者に提供に関する制限（オプトアウト等）を受けていますが、改正法案では、「匿名加工情報」（個人を識別できない個人情報を加工し、当該個人情報が復元できないようにしたもの）（2条9項）は、かかる制限を受けずに利用することが可能です。但し、匿名加工情報を取扱う事業者は、以下の義務を負います。
	① 匿名加工情報を作成する場合
	（i）　個人情報保護委員会規則（「委員会規則」）の基準に従って、個人情報を
	加工し、削除した記述等及び加工方法の漏洩を防ぐための安全管理措置を
	講じ、匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表する（36
	条1項ないし3項）。
	（ii）　匿名加工情報を作成し自ら利用する場合、本人を識別するために、他の
	情報と照合してはならない（36条5項）。
	（iii）　匿名加工情報の安全管理措置、匿名加工情報の取扱に関する苦情処理その他、当該情報の適正な取扱を確保するために必要な措置を講じ、措置の内容を公表するよう努める（36条6項）。
	② 匿名加工情報を第三者に提供する場合
	委員会規則に従い、あらかじめ、匿名加工情報に含まれる個人情報の項目及
	び提供方法を公表し、受領者に対し、匿名加工情報であることを明示する（36
	条4項、37条）。
	③ 匿名加工情報を受領した場合
	本人を識別するために、当該情報から削除された記述、個人識別符号、加工の
	方法に関する情報を取得し、又は他の情報と照合してはならない（38条）。匿名
	加工情報の取扱に関する苦情処理その他、当該情報の適正な取扱を確保するため
	に必要な措置を講じ、かつ措置の内容を公表するよう努める（39条）。
	大綱及び骨子案では、利用目的の変更に関する制限を緩和するための規定を整備することが予定されていましたが、改正法案では、利用目的の変更について、現行法の「変更前の利用目的と相当の関連性を有すること」という要件の「相当の」が削除されるにとどまり（15条2項）、具体的な規定は設けられていません。
	（3） 個人情報の保護を強化するための規定の整備
	①　「要配慮個人情報」（人種、信条、社会的身分、病歴、犯歴、犯罪被害、その他政令で定める記述を含む個人情報）（2条3項）の取得及び第三者への提供を、本人の事前の同意なしに行うことは、原則として禁止されています（17条2項、23条2項）。骨子案では、「病歴」が要配慮個人情報に含まれていましたが、改正法案では規定されていません。
	②　個人データを利用する必要がなくなったときは、遅滞なく消去するよう努めることが求められています（19条）。
	③　個人情報取扱事業者による個人データ（要配慮個人情報を除く）の第三者提供に関し、以下の義務が定められました。
	（i）  第三者に提供したときは、提供の年月日、第三者の氏名、その他委員会規則で定める事項に関する記録を作成すること（25条）
	（ii） 第三者から個人データの提供を受けるに際し、委員会規則に従い、第三者
	の氏名・名称、住所、代表者の氏名、個人データ取得の経緯の確認を行い、
	提供を受けた年月日、確認事項、その他規則が定める事項に関する記録を作
	成し、規則で定める期間保存すること（26条）
	（iii） 現行法上、オプトアウトによって第三者提供する場合に本人に通知または
	容易に知り得る状態におくことが必要な一定事項（23条2項）について、
	委員会にも届け出ること（23条2項）
	④　個人情報取扱事業者、その役員若しくは従業員（過去にこれらであった者を含む。）が、業務上取り扱った個人情報データベース等を、自己又は第三者の不正な利益を図る目的で提供した場合は、1年以下の懲役又は50万円以下の罰金が科されることになりました（83条）。
	⑤　5000人以下の個人情報を扱う小規模取扱事業者への適用除外は廃止されました。
	（4） 個人情報保護委員会の設置
	個人情報保護委員会が設置され、主務大臣の監督権限が一元化されました（5章）。個人情報保護委員会は、個人情報及び匿名加工情報の取扱について、報告を求めるだけではなく、資料の提出を求め、事務所等へ立入検査をする権限を有しています（40条）。
	（5） グローバル化への対応
	個人情報の国外への移転に対処するための規定が整備されました。
	①　個人情報保護法の規定は、国内の者への物品又は役務の提供に関連して個人情報を取得した個人情報取扱事業者が、外国において当該個人情報又は匿名加工情報を取り扱う場合も適用されます（75条）。
	②　国外の第三者に個人データを提供する場合は、原則として事前の同意が必要です。但し、日本と同等の水準にある個人情報保護制度を有しているものとして委員会規則で定める国、および個人データの取扱いについて委員会規則で定める基準に適合する体制を整備している第三者への提供は、同意が不要です（24条）。
	③　個人情報保護委員会は、日本の個人情報保護法に相当する外国の法令を執行する外国の当局に対し、その職務遂行に資すると認める情報を提供することができます（78条1項）。
	（弁護士 山元 裕子）
	Ⅲ　特許法の改正法案（職務発明制度の見直し）・閣議決定
	1．はじめに
	平成26年3月から同年12月にかけて産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会において職務発明制度の見直しを中心に法改正の議論が行われ、平成27年1月に、その議論の結果をまとめた「我が国のイノベーション促進及び国際的な制度調和のための知的財産制度の見直しに向けて」（「報告書」）が公表されていました。
	これを受けて、平成27年3月13日、特許法の改正法案が閣議決定され、第189回通常国会に提出されています。改正法案は、経済産業省のウェブサイトから入手することができます。
	改正法案は、①職務発明制度の見直し、②特許料等の改定、③特許法条約及び商標法に関するシンガポール条約の実施のための規定の整備の3つを内容としています。
	以下では、職務発明制度の見直しを中心として、改正法案の概要を説明します。
	2．職務発明制度の見直し
	（1） 特許を受ける権利を使用者等に原始的に帰属させることが可能に
	現行法では、職務発明に関する特許を受ける権利は、すべて従業者等に原始的に帰属しています。現行法でも、契約、勤務規則その他の定めにおいてあらかじめ使用者等に特許を受ける権利等を承継させることを定めたときは、その特許を受ける権利を、使用者等に承継させることはできますが（特許法35条2項反対解釈）、その場合でも、特許を受ける権利が使用者等に原始的に帰属するわけではありません。
	これに対し、改正法案では、契約、勤務規則その他の定めにおいてあらかじめ使用者等に特許を受ける権利を取得させることを定めたときは、その特許を受ける権利を、その発生した時から使用者等に原始的に帰属させることができるようになっています（改正法案35条3項）。
	今回の改正の目的は、特許を受ける権利の権利帰属の不安定の解消にあると説明されています。具体的には、①従業者等が特許を受ける権利を二重譲渡した場合には、使用者等が権利を取得することができない可能性があるという問題や、②共同研究等において特許を受ける権利が複数の発明者の共有に係る場合において、自社の発明者の権利の持分を当該発明者から自社に帰属させても、他社の発明者が同意しなければ、権利を承継することができないという問題、などを解消することが目的であると説明されています。
	なお、契約、勤務規則その他の定めにおいてあらかじめ使用者等に特許を受ける権利を取得させることを定めていない場合には、現行法と同様、特許を受ける権利は従業者等に原始的に帰属することになります。
	（2） 従業者等に対する「相当の利益」の付与
	現行法では、従業者等が使用者等に特許を受ける権利等を承継等させた場合には、従業者等は、「相当の対価」の支払いを受ける権利を有するとされています（特許法35条3項）。
	これに対し、改正法案では、従業者等が使用者等に特許を受ける権利等を取得等させた場合には、「相当の金銭その他の経済上の利益」（「相当の利益」）を受ける権利を有するとされています（改正法案35条4項）。
	これにより、従業員等は、金銭以外の経済上の利益を受けられることが条文上明確になっています。
	「金銭その他の経済上の利益」として想定されるものとしては、上記の産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会の議論のなかでは、たとえば、昇進、留学、研究費の支給、研究設備の拡充などといったものが挙げられていました。しかし、改正法案の文言や上記の産業構造審議会の報告書からは、具体的にいかなるものがこれに当たるのか明らかではありません。
	なお、今回の改正により、従業者等が職務発明によって受けられる経済上の利益が制限されるわけではありません。上記の産業構造審議会の報告書でも、「従業者等には、現行の職務発明制度における法定対価請求権と実質的に同等の権利が保障される」と説明されており、また、経済産業省がウェブサイトで公表している、「法律案概要（参考資料）」においても、「現行法と実質的に同等のインセンティブ」であると説明されています。
	（3） 「相当の利益」に関する指針（ガイドライン）の策定・公表
	改正法案においても、現行法の場合と同様、契約、勤務規則その他の定めにおいて「相当の利益」について定める場合には、①「相当の利益の内容」を決定するための基準の策定に際して使用者等と従業者等との間で行われる協議の状況、②策定された当該基準の開示の状況、③「相当の利益の内容の決定」について行われる従業者等からの意見の聴取の状況等を考慮して、その定めたところにより「相当の利益を与える」ことが不合理と認められるものであってはならないとされています（改正法案35条5項）。
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